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はじめに
取替原価主義の下では，利益は当期営業利益 (currentoperating profit) と
保有利得 (holdinggains)とに二分して測定・表示される。当期営業利益は財
および用役の生産・販売といった通常の営業活動から生ずる利益であり，それ
は一期間に実現した収益にそれを獲得するために費消した資産および用役の取
替原価を費用として対応させることによって測定される。保有利得は資産を保
有する活動から生ずる利益であり，期末における資産の取替原価と期首におけ
るそれとの差額として測定される。このように取替原価主義の下では，当期営
業利益は保有利得と区分して測定される。この結果，取替原価主義に基づく当
期営業利益は次のようなこつの役立ちを有すると一般に主張されている。
(1) 当期営業利益は，企業の物的営業能力 (physicaloperating capacity)を
縮小することのない分配可能利益を表わすのに役立つ。
(引 当期営業利益は，経営能率の評価や将来の収益性にたいする指針として
役立つ。
本論文の目的は，利益を当期営業利益と保有利得とに二分化することの業績
評価にたいする有用性および、利益予測にたし、する有用性に基づいて，取替原価
主義を擁護する議論を検討することである。
日 業績評価にたいする有用性に基づく取替原価主義擁護論
取替原価主義の下では，利益は当期営業利益と保有利得とに二分化される。
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当期営業利益と保有利得とは別個の意思決定の結果であるので，利益をそのよ
うに二分化することは，経営者によるそれぞれの意思決定を，したがって，そ
れぞれの業績を適切に評価するに有用であると主張される。たとえば，エドガ
・ー 0・ェドワーズとフィリップ・ W ・ベル((6)， pp. 73-74 (訳)59-60 
頁〉は，経営者の各意思決定を適切に評価するためには，利益を二分化するこ
とが必要であるとの主張を次のように述べている。
「これら二種の利得(当期営業利益と保有利得一一筆者挿入〉は，まったく
別個の意思決定の所産である場合が多い。企業は，生産過程のある段階，ある
いはその全段階で，どれだけの量の資産を保有するか，また生産過程にどれだ
(1) パトリック・ R・A ・カークマン((9)， p. 186) はかかる見解を「非貨幣性資産
の保有に関連するカレントな損益は，営業損益から区分されるであろう。その結果，
組織効率のより有効な評価をすることが可能となる。」 と述べている。また，ステ
ィファン・ A・ゼフとダピィド・ W ・マックスウェノレ((16)，p.71)も同様の見解を
次のように述べている。 1資産取得における企業の成功についての測定を資産利用に
おけるその成功から区分しようとすることは，株主に役立たないであろうか。もし，
この区分がかなり正確に達成されうるならば，または，少なくとも，もし測定プロ
セスの基礎にある仮定が特定されるならば，経営業績の観察者特に株主が経営行為の
英知を鋭敏に評価できるだろうということは，先験的なことであるように思われる。」
(2) 参考文献 (6コ(翻訳書〉からの引用文中， current operating profitの訳語「当期
操業利潤」については「当期営業利益Jとし、う訳語に代えて引用している。
E.O・ェドワーズと p.w・ベル((6)， p. 36 (訳)28-29頁)は，別の箇所
で，業績評価にとっての利益二分化の必要性を次のように述べている。 1企業の利潤
獲得をめざした活動は便宜上次の二つに分けることができる。すなわち，
(1) 生産諸要素を結合させたり移動させたりして，要素価値をこえる販売価値の生産
物にすることによって，利潤を生み出す活動
(2) 資産や負債を，その資産の価格が上昇，あるいは負債の価格が下落する間保有す
ることによって利潤を生むとし、う活動
がそれである，…・・・これら両種の活動の性格と，それぞれに対する意思決定は，関連
はあるものの，非常に違うものであるから，意思決定の評価のためには，両者を分離
することがぜ、ひとも必要である。一方の活動からの利益と他方の活動からの利益を混
合することは，経営者を利益のあがらない事業に乗り出さすように誤り導くであろう
とわれわれは主張する。」
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けの量の資産を投入するかということを決定するのに，相当の自由裁量の余地
があるのが普通である。……企業が，一方の手段で利潤を獲得しようとする動
機と，他方の手段によるそれとは相違するし，また，利潤の獲得のし方を左右
する事象も相違するので，二つの型の意思決定を適切に評価するためには，こ
れら二種の利得を注意深く分離することが必要である。
かりに企業の第一義的な，また唯一の目的が，操業活動だけで利潤を獲得す
ることにあったとしても，やはり保有活動の効果を分離することは(付随的で
あるとはいえ)， ぜ、ひとも必要なことである。もしもそれをしないと，それら
保有活動の効果が，操業活動の効果と混同してしまい，企業の生産上の意思決
定について適切な評価を下すことが困難になるからである。」
また，エルドン・ S・ヘンドリクセン (C8)， p. 310 (訳)95頁〉は，利益
二分化の業績評価にたし、する有用性を次のように述べている。
「現在取替原価による減価償却の主たる利点は，それが現在の原価と現在の‘
収益との対応をさせ，その結果として当期純営業利益概念をもたらすことであ
る。現在投入価値が変化するあいだに資産を保有することによってえられる利
得および損失は，営業利益とは別に報告されうる。したがって，営業活動に賦
課される減価償却費および純営業利益は，当期営業活動の相対的能率の評価お
よび経営意思決定にたいする基礎を与える場合には，より有意義であろう。」
さらにまた， ロパート・ T・スプラウスとモーリス・ムーニッツ((14)，p. 
29 (訳) 147頁〉も同様の見解を I~保有による」利得〈損失〉と『販売活動に
よる』利得(損失〉とを区別して明瞭表示することは，経営成績を分析しまた
解釈する場合に有意義である。」と述べている。
利益二分化の業績評価にたいする有用性に基づく取替原価主義擁護論は，利
益を二分化しない現行の会計方法〈歴史的原価主義会計〉に対する批判として
も主張されている O たとえば， 1964年アメリカ会計学会の対応概念に関する概
(3) S・A・ゼフと D'W・マックスウェル (06コ， p. 71)は，かかる批判を次のよう
に指摘している。 I慣習的純利益は，経営者の保有活動による業績と営業活動による
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念・基準調査研究委員会 C(4)， pp. 370-371)は，次のように述べている O
「一般的に，収益は少なくとも二つの経営努力に関連するであろう。一つ
は，企業の生産機能および〈または〉用役提供機能の遂行を効率的に行う努力
である。他の一つは，市場において有利な地位を占める努力である。現在の財
務報告方法は，どちらの努力も各々別個に評価できないように，経営努力の結
果を混合してしまう傾向がある。したがって，そのように報告される結果に基
づいてなされる判断および意思決定は，同様に，業績にたいする努力を評価す
るさいに正確性や有効性が欠落しがちである。」
また，アメリカ会計学会の棚卸資産測定に関する概念・基準委員会 C(2)， 
pp. 705-706)も同様の見解を次のように述べている O
「有意義な測定をなしうる場合，価格損益つまり保有損益〈棚卸資産計画と
統制意思決定から生ずる〉と売買損益つまり取引損益(取替価格水準での財お
よび用役の交換から生ずる〉との分離は，それらを一つの総利益測定値に結合
する通常の方法より役立つであろうことは明らかなように思われる。
企業活動の売買の側面と価格の側面との区分は，経営業績やその予測の評価
業績の両方を隠している。様々な企業の報告純利益が，主として営業活動に因るもの
なのか，また，数年にわたって蓄積されてきた保有活動の『秘密積立金」に因るもの
かを観察者はどのように識別できるのであろうか。」また， R.T・スブラウスとM ・
ムーニッツ((14)，pp. 33-34 (訳)152頁〉も同様の批判を次のように指摘してい
る。 rこれらの資産を取得原価で繰り越して行くことは，不可避的に， (a)取得時と使
用時の間の価格変動に起因する利得(損失〉と， (b)営業活動に起因するところの現在
の市場価格による利得(損失〉とを一緒にするとしづ結果をもたらす。例えば，ボー
ル盤の原価が5年前に10，000ド、ルで，現在ではその取替原価が(一般物価水準は変動
しないとして)15，000ドルで、あると仮定した場合に，この企業が(相対的にいって〉
低い原価の設備で営業しているとしづ事実は，営業活動からの利益増大という形で現
われてくる。つまり，この利益の一部がし、わば『安く買ってJr大事に使っている』
結果だとしづ事実が明らかにされないわけである。この事実を明らかにするために
は，これらの資産によって提供されている用役の時価(取替原価〉を用い，かっこれ
と結びつく利得または損失を別に分類する必要がある。」
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に重要である O ……価格利得の報告は，通常，販売まで遅れる。そして，それ
は売買利得と価格利得(通常異なるタイプの意思決定から生ずる利得〉を分離
しない一つの利益数値に沈められる。価格損益を無視することまたは埋没する
ことは，組織の業績についてのタイムリーで正確な測定を妨げる。」
以上述べてきた業績評価にたいする有用性に基づく取替原価主義擁護論に対
して，以下で指摘するような二つの批判が考えられる。いずれの批判も取替原
価主義の下で二分化される当期営業利益と保有利得は，それぞれ独立的になさ
れる営業活動と保有活動に関する意思決定の結果を正しく表わさないとの見解
に基づいている。第1の批判は次のように指摘される。保有利得には営業活動
とは独立した経営者の自由な保有活動に関する意思決定の結果生ず、る利益つま
り投機活動に関する保有利得だけではなく，営業活動に付随する保有活動に関
する意思決定の結果生ずる利益つまり適正在庫分に関する保有利得も含まれ
る。それ故，保有利得から適正在庫分に関する保有利得を排除しないかぎり，
それは保有活動に関する経営者の意思決定，したがって，その業績を評価する
に有用ではないと批判される。
第2の批判は，次のように指摘される。投機目的のため適正量を超えて保有
される在庫分に関する保管費用などの余剰コストは，保有利得に賦課されず
に，当期営業利益区分に含められる。それ故，その余剰コストを当期営業利益
区分から除去し，保有利得に賦課しないかぎり，当期営業利益と保有利得は経
営者のそれぞれの意思決定の結果を，したがって，それぞれの業績を評価する
に有用ではないと批判される。
たとえtま¥ダピドク・ F・ドゥラクとニコラス・ドパッチ C(7)， p. 196) 
(4) プリム・プラカシュとシャイアム・サンダー((12)，p. 6)はかかる批判を次のよ
うに指摘している。 rエドワーズとベルが提案した利益二分化は，いくつかの点で欠
陥がある。彼らが言う『保有利得』は，投機資産であろうと営業用資産であろうと，
そして，営業用資産の場合，保有リスクが分離可能であろうとなかろうと，すべての
資産に関する個別価格の変化の影響を含んでいる。彼らは投機資産を維持する費用を
保有利得要素に賦課しない。」
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は，かかる二つの批判を次のように指摘している。
「保有利得(損失〉の計算は，企業による棚卸資産価格への投機意思決定を
評価するさいにいかに役立つであろうか。エドワーズ・ベルが説明しているよ
うに，この計算は棚卸資産の総購入高に基づくであろう。そして，それは取得
されたすべての品目の原価とその品目が使用された(販売された〉時点でのす
べての価格との差額から成り立つであろう。また，期末の棚卸資産についての
未実現利得または損失は，品目の原価と期末時点でのカレント価格との差額に
基づくであろう。それ故，保有利得(損失〉の計算は，価格投機に関係する金
額を分離しなし、。というのは，その測定値は，将来価値上昇に関する期待にか
かわりなく企業が保有したであろう棚卸資産の金額を排除しないからである。
さらに重要なことは，保有利得(損失〉を計算するためのこの単純な方法は，
企業の投機意思決定において生ずる余剰コストを無視している。これらの余剰
コストは営業利益区分に隠されてしまうであろう。」
まfこ， ローレンス・ルプシン((13)，p. 164)は， D. F・ドゥラクとN・
ドパッチによるこの二つの批判を次のように説明している。ただし， R.ノレプ
シンは，保有利得とし、う用語に代えて原価節約 (costsavings)としづ用語を用
いている。
「第 1に，実現可能原価節約額は，投機活動からの節約を過大表示する。つ
まり，保有利得は，企業が保有しているすべての棚卸資産単位に基づいて計算
される。しかしながら，企業が価格上昇を予測しない状況においてさえ，企業
は営業目的のために一定の平均的在庫 (QI)を維持しなければならなし、。明ら
かに，企業は，価格上昇の見込みのもとで，企業が正常の在庫水準 (QJを越
えて実際の在庫水準 (Q2)を持ち上げる範囲にかぎって投機してきた。その場
合，投機による利得は，どんな場合にも保有されたで、あろうこれらの単位を排
除しなければならない。しかし実現可能原価節約は，投機的活動を表わす
(QZ-QI)単位だけに基づくのではなく，すべての単位に基づく利得を含んで
いる。第2に原価節約が過大表示されるだけではなく，投機による増分原価が
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実現可能原価節約区分に現われないであろう。その代わりに，正常外の投機単
位に関する維持コストおよび調達コストは，当期営業利益区分に隠、されるであ
ろう。」
これら二つの批判のうち，先ず第 1の批判について検討する。保有利得は純
粋な投機活動に関する意思決定の結果を表わすべきであるとの観点からすれ
ば，第1の批判つまり，適正在庫分に関する保有利得は，営業活動に付随する
意思決定の結果生ずる利益であるので，それは保有利得から除去すべきである
との批判は，適切な批判であると考えられる。しかしながら，保有利得自体に
純粋な投機活動に関する意思決定の結果を表わすとの意義が認められないから
といって，利益二分化の意義が否定されることにはならないと考えられる。利
益二分化の積極的意義を，価格変動の影響を除去した純粋な営業活動からの利
益つまり当期営業利益の表示に求めるならば，この第1の批判は利益二分化に
対する決定的な批判にはならないと考えられる。別言すれば，投機活動が全く
(5) 適正在庫を必要としない企業を考えた場合で、さえ，この第 1の批判に類似した批判
が次のように指摘されるであろう。つまり，生産加工中の原材料などの棚卸資産に関
する保有利得は，営業活動に付随する意思決定の結果生ずる利益であるので，保有利
得ー から除去すべきである。 p・プラカシュと S・サンダー ((12)，p. 5)は，利益二
分化の支持者が生産は無時間の中で行われると仮定している点を次のように批判して
いる。 r生産つまり『形態の変化』が，一連の無時間の段階で行われると仮定し，
時の経過によるすべての利得が生産活動とは独立した保有活動に帰国すると結論づけ
ることは，われわれが『無時間生産の誤り』と呼んでいるものを犯すことである。
生産つまり形態の変化は，無時間の瞬間ではなく，時間の幅に関連してのみ定義され
る。正しい仮定は，ごくわずかな形態の変化は『無時間の段階』ではなく，ごくわず
かな時間の幅におし、て起るということである。J E・0・ェドワーズと p.w・ベノレ
(C 6)， p. 73 (訳)59頁〉は「生産は無時間の中で行なわるるものと仮定する。」と述
べている。この点に利益二分化の一つの限界があると考えられる。
(6) L・ルブシン((13コ， p. 166)は，この第1の批判が，利益二分化に対する決定的
な批判にならないとの見解を次のように述べている。 rドヮラクとドパッチの所見
(第1の批判一筆者挿入〉は，積極的な投機がなされる場合にだけに当てはまるにす
きないことは明らかである。さらに，彼らの分析は取替原価会計の絶対的欠陥を明ら
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なされない場合でも，利益二分化は当期営業利益が純粋な営業活動からの利益
を表わす点で意、義があると考えられる。
次に，第2の批判について検討する。投機目的のために保有している在庫分
に関する保管費などの余剰コストは，保有活動に関するコストであるので，そ
れは保有利得に賦課すべきであるとの第2の批判は，適切な批判であると考え
られる。適正在庫分と投機目的のために保有している在庫分とが明確に区分で
きるならば，後者の在庫分に関する保管費などの余剰コストは保有利得に賦課
すべきである。この第2の批判は，利益二分化本来の目的からして，当然の批
判ではあるが，この批判により，利益二分化それ自体の意義が否定されるわけ
ではないと考えられる。また，適正在庫分と投機目的のために保有している在
庫分は現実には明確に区分できないので，この批判は必ずしも現実的な批判で
はないと考えられる。
皿 利益予測にたいする有用性に基づく取替原価主義擁護論
当期営業利益は長期的収益性を示すものであり，保有利得は不規則で偶発的
な性質を有する利益であるので，保有利得と区分して測定される当期営業利益
は，それ自体を予測しやすい点で有用であると主張される。たとえば， E.O・
エドワーズと p.w・ベル (C6)， pp. 98-99 (訳)81-82頁〉は，かかる主
かにしているけれども，われわれは取替原価による二分化の矛盾を認めるにしても，
取替原価会計はやはり利用可能な代替的測定、ンステムよりは相対的に適切にこの区分
をなしうるであろうことを心に留めておくべきである。」
(7) アメリカ会計学会の固定資産に関する概念・基準委員会 C(1コ， p. 696)は，同主旨
の主張を「通常の営業活動からの利益は，減価償却費以外の原価もカレントな単位で
表わされると仮定する場合，通常の営業活動からの将来利益の予測を促進する。」 と
述べている。また，アメリカ会計学会の実現概念に関する概念・基準調査研究委員会
C( 3)， p. 320)も，同主旨の主張を「営業利益と保有損益は，異なる原因から生ず
るので，それらは異なる発生周期パターンをとると期待されうる，将来利益の有効な
予測は，それらを別々に報告することにより促進される。」と述べている。
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張を次のように述べている。
「ある特定の期にし、う利潤(当期営業利益一一筆者挿入〉が存在すること
は，企業が経済に対して積極的な長期的貢献をしつつあることを示すものであ
るO つまり，その企業が採用している生産過程は，一つの価値をもった資源を
より大きな価値をもったアウトプットに転換するための有効な手段で、ある O も
しもこの利潤が，期首における企業資産のカレント原価に対する利子を超過す
る場合は，この企業の生産過程は継続するに値するのである。したがって，当
期営業利益は，本質的に，現存の条件のもとで営なまれる現存の生産過程に関
連せしめた長期的利潤である。……当期営業利益の意味は，もしもある種の仮
定が妥当するならば，当期以外の期にも拡張することができる O 当期営業利益
は，もしも現存の生産過程と，その生産過程の基礎になっている現存の諸条件
が将来まで続くものとすれば，予測の目的に用いることができる。その場合，
当期営業利益は企業が長期間にわたり毎期生み出すと期待できる金額を示す。」
また， リチヤード・ P・パンシルとローマン・ L・ウィル ((15)，p. 58) 
は，当期営業利益とし、う用語に代えて分配可能利益 (distributableincome)と
いう用語を用いてはいるが，同主旨の主張を次のように述べている。
「営業活動から生ずる分配可能利益の重要な特徴は，それが持続可能である
点にある。もし，あらゆる物が変化しないならば，会社は翌年その物的能力を
維持し，それが今年有したのと同じ分配可能利益額を有することができる。…
..一年間の営業活動から生ずる税引前分配可能利益は，すべての営業活動が現
在の水準で行われるとの仮定の下で，翌年の税引前分配可能利益にたいする最
良の見積りである。」
さらに，また，ジェームス・ A・ラ{ゲィとジョン・レスリィ・リビングス
(8) R・p・パンシルとR・L・ウィル((15)，p.58)が「分配可能利益」と呼んでい
るものが「当期営業利益」を意味することは，彼らが「税引前分配可能利益は，慣習
的に測定された収益から，歴史的原価ではなくカレント取替原価に基づく売上原価お
よび減価償却費を控除して測定される。」と述べているところから明らかである。
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トー ン((10)，p. 132)も，同主旨の主張を次のように述べている。
「営業利益は，通常，長期的な収益性にたいする指針であるO 他方，実現可
能利益(保有利得および原価節約〉は不規則なことが多いので，反復性はない
であろう。それ故，営業利益数値の予測能力を維持するためには，営業利益は
別個に表示されるべきであり，それは営業活動によりもたらされない利益とそ
れとを結合することにより，歪められるべきではない。」
以上述べてきた利益予測にたいする有用性に基づく取替原価主義擁護論に対
して，次に示すような二つの批判が考えられる。第1の批判は，擁護論が非現
実的な仮定に基づいているとの批判である O つまり，取替原価主義に基づく当
期営業利益が利益予測に有用であるとの主張は，明らかに生産プロセスなど既
存の諸条件が継続するであろうことを仮定しているが，これらの仮定は技術の
変化を無視した全く非現実的な仮定であるとの批判である。たとえば， D. 
F・ドクラクとN・ドパッチ((7)， pp. 201-202)は，かかる批判を次のよ
うに指摘している。
「エドワーズ・ベルは，生産プロセスの安定性に関する仮定にもっぱら基づ
く最も穏当な主張を表明している。この仮定の妥当性は，実証的な調査によっ
てのみ決定されうる。しかしながら，安定性に対して作用する現実世界の力の
一つは，技術の変化である。エドワーズ・ベルは，利益二分化についてのすべ
ての議論において， この要素を無視してきた。」
また，ケネス・ W ・レムク ((11)，pp. 37-38)は同主旨の批判を次のよう
に指摘している。
「経営利益の構成要素『当期営業利益』は，今日多くの産業にみられるよう
な急速な技術変化が起っているとの条件の下では，企業の長期的側面を評価す
る手段として有用でないだけではなく，大きな誤ちを導くように思われる。…
…これらの仮定(たとえば，既存の生産プロセスが将来も存続するとの仮定
一一筆者挿入〉は，技術が変化するとの条件の下では妥当でないことが多いで
あろう。」
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第2の批判は，仮に生産プロセスなど既存の諸条件が継続するであろうとの
非現実的な仮定を認めるとしても，当期営業利益が歴史的原価主義に基づく利
益に比べて利益予測により有用であるとの主張は成り立たないとの批判であ
る。つまり，擁護論が前提としているような生産プロセスなど既存の諸条件が
継続するとの仮定を認めれば，保有利得が生ずる余地はなくなる O その結果，
歴史的原価主義に基づく利益と取替原価主義に基づく当期営業利益は等しくな
る。したがって，当期営業利益が特に利益予測に有用で、あるとの主張は成り立
たないとの批判である。たとえば，シュレンドラ・ P・アグロウォルとロザリ
ィ・ C・ホルパァー C5)， pp 10-11) は，かかる批判を次のように指摘し
ている。
「当期営業利益を保有利得から区分することに，財務諸表の予測能力を改善
すると考えている論者がし、る。取替原価会計からもたらされる情報は，次のよ
うな条件の下で意義ある予測能力をもっと主張される。つまり，企業が完全競
争市場経済で活動するとの条件すなわち，収益とカレント価格によるコストと
の聞に安定的関係が存在し，その結果，一定の率の当期営業利益が生ずるとの
条件。しかしながら，もし，これらの諸条件が特定の経済システムを特徴づけ
るならば，歴史的原価会計も取替原価会計と同じ予測能力をもっO それ故，取
替原価会計は，一般に，情報の予測能力を大きく改善しないと結論づけること
ができる。」
また， D・F・ドゥラクとN・ドパッチ C7)， p. 202) は，同主旨の批判
を次のように指摘している。 Iエドワーズ・ベルについての第2の問題は，生
産プロセスが安定しているとの経験的仮定を認めることにより提起されよう。
もし，この仮定が正しいならば，何故利益は二分化されねばならないのか。そ
のような安定経済においては，保有利得(損失〉はほとんど重要ではないであ
ろう。」
また， p・プラカシュと S・サンダー C(12)，p. 8)は， I既存の諸条件の
継続」を「既存の技術の継続と様々な財および用役の価格と生産水準の継続」
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と解釈するならば， i保有利得は存在しなし、。当期営業利益，総カレント価値
利益および歴史的原価利益は，すべて等しし、。それ故，当期営業利益は実質的
な意味をもたない概念である。」と述べ，同様な批判を指摘している。
利益予測にたいする有用性に基づく取替原価主義擁護論に対するこれら二つ
の批判は，いずれも適切であると考えられる。また，予測能力に関するいくつ
かの実証的研究によれば，歴史的原価利益のほうが当期営業利益よりそれ自体
を予測する能力という点で優れているとの結果が導き出されている。それ故，
利益予測にたいする有用性に基づく取替原価主義擁護論は否定せざるを得な
し、。
町む す び
取替原価主義の下では，利益は当期営業利益と保有利得とに二分して測定・
表示される。このような利益二分化は，営業活動と保有活動に関する経営者の
それぞれの業績を評価するに有用であると主張される。また，利益二分化の結
果，保有利得と区分して測定される当期営業利益は，それ自体を予測しやすい
点で有用であると主張される。前者の主張に対して，当期営業利益および保有
利得はそれぞれ必ずしも営業活動および保有活動に関する経営者の業績を表わ
さないとの批判がある。しかしながら，少なくとも，当期営業利益は価格変動
の影響を除去した純粋な営業活動からの利益を表わす点で有用であると考えら
れる。後者の主張については，それが生産プロセスの安定性といった非現実的
な仮定を前提としている点に大きな欠点があると考えられる。したがって，利
益二分化の観点から，取替原価主義を擁護する議論としては，経営者の業績評
(9) 次に示す二つの実証的研究がかかる結論を導いている。 (1)Frank， Werner，“A 
Study of the Predictive Significance of Two Income Measures，" Journal of Acc-
ounting Research (Spring， 1969) pp. 123-136. (羽田mmons，lohn K. and Gray， 
Jack，“An Investigation of the Effect of Differing Accounting Frameworks on 
the Prediction of Net Income，" The Accounting Review (October， 1969) pp. 767 
-776. 
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価にたし、する有用性が強調されるべきであると考えられる。
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